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沿岸漁業の経営構造分析に関する覚え善き

宮崎隆志

l はじめに

近年、漁船大型化、機械の進歩、養嫡業の急速な進展などにえられるよう 11:， 沿岸漁業生産力は、

一段と高いj段階に逮したように忠われる。しかし、 ζれは多くの論者が指摘するよう IC，資本主義的

生産力の展開の一層の深化の過程でもあり、 「漁場の再生窓力J，乙代表される「自然、の生産力jの破

壊安ももたらしてきた。このような状況下で、 「資源管理裂漁業Jゃ f管理主体Jの確立が声高に呼

ばれているが、湾編成の方向は必ずしも明らかとはなっていないと思われる。この問題を論ずる場合、

志村氏の指摘は重要である。氏は、 「漁場管理Jを「狭義の管現jと f広義の管理jとにわけ、前者

を f漁場の再生注jと整合性をもった新しし、技術展開、漁場利用秩序と関連つがけて、 「管制の意義

を把えようとするものであるとし、従来の漁場利用をめぐる議論は、ここに終始していたと指摘する。

しかし、民主的漁場利用の絞心を小漁家によって保有される高度な生産力を民主的に、国民経済的に

利用するととだとするならば、商品化の論理、さらには社会的分業の地位にまで踏み込んだ、国民経

済レベルにおける経営主体の性格規定が不可欠だとし、これが後者の内実であるとする。郎ち、 ζの

ような意味における経営主体の確立をぬきにした管理主体形成を論じてみても、それのみで経営の安

定はもたらされないとされるJ)現在の漁業問題は、偲別経営レベルの努力によって解決できるよう

な、なま易しいものではないが、現実に生起する矛盾した事態の中にこそ発展の要国と方向性を見い

出さねばなら江いとするならばい沿岸〉漁業における、経営構造についての検討は不可避の作業であ

る。，志村氏のいう f経営主体Jの内笑と形成過程も、このような作業を通してのみ明らかになると思

われる。(だが、今患はその探題は十分には果しえず、問題意識を述べるにとどまらざるをえないこ

とをあらかじめ、お断りせねばならなし寸 以下で1;1:，沿岸漁業における経営精進について、思いつ

くことぞ記すのだが、漁業経営鱗造を分析する視点としては、第一11:，生産力諸要素の性格を吟味し

技術構造、生産力構造による労働様式、経営綴織の規定性を明らか』ζすると問時iζ、経営における価

億形跡句側面との相互規定性を明らかにする乙と、第ニ川市場経済を通じであらわれる由民経済と

個別経営との関係の分析、第五11:，それらを統轄する経営者機能の分析の己点をさしあたりあげてお

く。

2 漁業生産力諸要素の検討

閣に示されるものが、要素としてあげられるが、ここでは、最も重要な要素である漁場についての

み、触れたい。
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第 1摺 漁業生産力諸要素

漁場は対象生物の生育の場であり、筋f守系労働手段や労働対象の持つ性格も、漁場とのかかわりで

論ずる ζとが重要であろう。漁場の持つ性格は、漁業生産力が発展していくに従って変化してくる。

即ち、採取漁業段階では一般的労働手段として存在するため、筋骨系労働手段は、氷室芝生物の生育過

程iζ対して、相対的に独自に発展しえ、それ故、規模拡大も急速に進む。資源の存在形態と漁獲能率

が漁業者の主たる箆心である。しかし、増嫡段階に入ると、漁場は間接労働手段として位置つ去、そ

の生産性を把援しやすくなるため、筋骨系労働手段の使用は、それに従って制限されうる。さらに養

殖段階に入ると、漁場は脈管系労働手段として機能し、対象生物の一定の f管理Jが可能となる。 ζ

の段階になって初めて、筋骨系労働手段は、対象生物の持続的再生援を保織する体系として編成され

る可能性を得る。漁民の関心も、対象生物の生理・生態のみならず、それを支える漁場の物理的・化

学的性質へと広まってし、く。漁業生産の発展段階を論ずる場合、この養殖段階への移行は、間接労働

手段を直接労働手段イとしたという意味で、革命的な発展だとぎわねばならない。郎ち、それ以前の漁

業生産では、最も重要な生産手段である漁場の個別的利用は不可能だったが、この段階で、個別課長家

内部における労働過程の完結性が高まったといえる。それに伴い、 「管理機能jは、増殖段階におけ

る共同組織によって担われるものから、各経営体に按われるものに変わると寄って良かろう。とは震

え、漁場が持つー紋的特性としての流動変易性、相互連関性、多岐料用性などの性質的は克服される

わけではなく、個別経営における生産力が低い段階〔仮に養殖第一段階と呼ぶ)では、 ζの流動性故

に環境浄化がはかられるものの、個別経営における生産力が高まってくると、今度は逆H:::，流動性は

漁場の…部におこった環境破壊を漁場全体に伝矯する役割を持つことにはる。 ζの段階(仮に霊安殖第

二段階)になって、再び漁場の集団的管王患が不可欠のものとして求められてくる。勿論、第一段階で

も漁場環境の流動伎を高める為の集団的管理は行なわれるが、第二段階では、集間的管理の持つ積極

性が全く異なる。このように、漁業においては、漁具・漁法の発達ぞ媒介にしつつ、主には漁場の持

つ性絡(C，その経営組織の性格、管理労働の内実が規定される菌が強いと言わねばならない。

次に、経営における価値形成的側面との相互規定性について触れよう。漁業においては、漁場の再

生産力を掌握するという最も基幹的な技術が未発達なため、技術の発展は版行的にならざるをえない。
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たしか』ζ、そのような技術発展でも、一定程度の技術的合理性は粧営に対し付与しうる。だが、例え

ばホタテ桁曳網の大盤化により、一回の収量は格段に増加したものの、 「つぶれ民jがふえ、経済性

が逆に低下するだとか〈常呂、佐呂間)、技術進歩の結果、大量の魚貝類の義殖が可能になっても、

肉質の低下や奇裂がふえるなどの事態は周知の乙とであり、fIIl象的には経済が技術を規定すると言え

る。3)ζの場合，C，重要なことは実際に両者の矛盾を統轄するのは経営者機能であり、経済が技術を

どの程度まで許容しうるのか、どζに均衡点を見い出すかが、経営者には鋭く関われているという ζ

とだろう。以上の一般的な整理をふまえて、義殖段階に移行したサロマ三単協の事例に触れて、第二

第三の分析視角について考察する。

3 サロマ地域における漁業生産力の展開

三単協の概要は表の通りである。いずれもホタテ・サケを基幹漁業とするものの、主として漁協の;;-J1"芯

姿勢のちがいから、各地域どとの生産力の性格には、かなりの差異を確認できる。佐呂間の場合、浜佐呂間也区に

ある共同経営体を実践モデルとし、営漁計

磁化L営漁計画審九漁家簿記、月給制など)

と生産過程における共同化が最も進展し、

組合員も今後、共同経営を志向する者が多

い。湧別の場合l丸昭和 30年代に漁協を

赤字経営から再建する過程で漁協の指導性

が確立し、それを機に地域漁業の計画的発

展をなしてきたという特徴がある。兵体的

には、 f人づくりJ対策が集中的に実施さ

れ句漁家簿記、営漁言十蘭書、家計簿の記帳

普及活動がとりくまれ、問符』ζ漁協としては

全国で初めて、 「組勘J制度が開始されるa

地域漁業の発展計磁も ζの組動資料や、数

回にわたる漁家経済調査等に基づき綿密に

立てられへその計画性は、貸付金動向に端

的に示される。一方、常おの場合は、営漁

計画化や個別経営の指導磯構が未確立なま

ま、昭和30年代における漁協方針(漁船

漁業の進展、管外船の誘致、加工業の発展

に棺対的重点)の破綻を機K，ホタテ養頒

漁 業

類 型

営漁計画

紐合員管理

出荷抑制

皇室事態

史
招30
和年

的 代
展 昭t
開

lω年の
特
徴

一付 昭4和0 
入金 45 

50 

貸 55 

組言 昭4和0 

傍1口h白ーに 45 
入 50 

金 55 

車且

織

図

-37-

佐呂-間---r-剛山湧悶】
汚Ij 常 呂

共同型 組合主導型 偲別裂

O O × 
月 給制 組合員勘定 く信用部)

O O X 

共同 70% 個人 77% 偲人 76 % 

共同経営体 組合再建期 漁船漁業加
青る年養箔部研に究よ 〈愛促) 工業重視

全組合規模 漁船漁業養
換での委長短転 採菌重視 殖業の混主E

養殖>放流 養殖<放流 養嫡-放流

670 328 1.081 

1.707 1.096 1.214 

5.585 3.058 6.199 

3.563 岳.069 12.978 

55 生 265 

135 100 257 

477 332 1.394 

285 865 3.14 8 

事官聾
第l表 三三単協の概要



への発言業が急増する。佐呂間や湧別iζ5-6年遅れて、地域漁業の基本方針の転換をはかるが、主に

は偲別腔営の資任と判断において地域漁業の展開がもたらぢれているとぎって良い。

次に、漁業機管理者としての漁協の機能を見てみよう。第一に、佐呂間においては、竿くから湖内

における資源、増加対策が取り組まれており、言うなれば、漁場の直接労働手段化への努力がばらわれ

てきたことがある。その為の普及員や営漁指導主事の独自の設置が行なわれ、青年部員を中心とした

研究会活動も活発に行なわれてきた。また、今でもs-Iζ付着する汚物を共同処理するための共同作業

施設を作ったり、効果は未篠認ながらも海水浄化のための貝殻散布も行江っている。湧男IJの場合もほ

ぼ同様であるが、湖内漁場は湧別においては、採苗基地として、外海における矯箔事業との関連で重

視されてきたと言える O そして、外海増殖漁場でも f四輪採j制をいち早く実施し、生産

性を非常に高めてきた。近年では、ホタテの害敵であるヒトデの駆除作業も行なわれており、外海

漁場も、 ζの場合は「容著書Jとして発展しつつあるといって良い。第 2K，昭和49年あたりから発

生してきた赤潮や、一部で生じた望書死現象の為、三挙協会向で湖内許容量調査を行なし、、その結果に

慕づき、昭和 53年から淑内養殖総量を大事留に減少させた ζ とがある。ちょうど、陸奥湾や噴火湾で

の大量姥死がお ζ り、ふタテの単価が上昇していたため、漁家経営や漁協経営には大きな影響はなか

ったが、 ζの調査や、第二湖口の堀削によって、サロマ湖の直接生産手段化はさらに進んだと言える。

第三には、漁場の盗接生産手段化により、漁獲量の相対的安定化が進み、営漁類型を把握する ζ とが

-1遂容易となった ζとがある。湧別や佐呂間では組合員の所得を均衡させるための漁業権行使の組み

合わせが実施されており、常呂でも近いうちに銭本的な改革が実施される Q 部ち、漁協の漁業権行使

規員Ijfζ纂つ忠、漁場利用L口鴬漁類型)方法が集間的に決定されるのであり、乙 ζでは地域的な「技

術と経済の相互交渉jがえられる。

らUこのようiζ、漁場の労働j手段としての発展にともなって、漁協の果たす機能が一層重要になって

いくということができょう。

次に、 i漁協のもう 1つの側面である市場対応の問題であるが、 ζの点の調査は、まだ十分には行な

っておらず、概要にとどまらざるをえないが、争各地域ともに、ホタテ部会などを中心に市場調変を

行なし¥消費需要、他産地の供給量、価格動向などの掌擦に務めていること 寄道漁速による共飯を

原員Ijとしていること ⑧佐呂間、湧別においては、産地問競争に耐えうる経営合現化指導と共同化が

すすめられていること、とくに販売過程における出荷プーJレ離が実施されていること ⑧常呂では市

民生協との震を穫を笑絡している ζと、などをあげておく。増養殖業の場合、地域漁業種は単一化

しやすく、産地問競争は激化しがちである。だが、漁場の拡大や賃貸借は基本的には菌難であるため

(技術的、制度的に)、漁協レベル、つまり、産地としての市場対応の問題は緩めて重要な問題とな

ってくる。漁協経営における地域経済と国民経済との相互交渉という問題として控えられなければな

らだL、。
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最後iζ、個別腔営の状況を見てお乙う。経営者機能という点では、経営計磁化が最も進んでいるの

が佐呂間であり、湧別では組勘への依存率が高くなっている。また、常呂ではよ層ほど進んでいると

いう階層差が見られる。市場認識では、ホタテの消費が停滞ないし減少すると答える者と拡大すると

答えるものはほぼ同数であるが、佐呂間においては、停滞ないし減退論者が多地域よりも多く、今後

の対策としてコストダウンの諸対策が主主視されている。常呂では滋，C，拡大すると答える者の割合が
高くなっている。資源管理については淑内、外海ともに科学的、総合的な調査の必要性を訴えるもの

が各地域とも圧倒的多数を占め、そのような調査に基つ'く結果ならば受け入れる素地が形成されつつ

あることを示しているo 学習要求では、やはり養先直や漁業経営についての要求が高いが、一方で自然

科学の基礎知識、市場流通問題、共同経営、漁業情勢などへの関心の広がりも見逃せなし、。 ζれらの

要求は、技術と経済、私経済と菌民経済との紹互交渉の場において、経営主体としての漁民が把握す

る諜題を示しているからである。

4 沿岸漁業における経営組織について

以上の事例ぞ踏まえて、漁業における経営組織と経営者機能の問題について若干、考察してみたい。

一般には、地域漁業の「管理主体Jを考える場合、漁協が措定される ζとが多い。漁協が「管理j的

機能を持つζ とについては異論はないが、乙の問題は、漁業生産力の発展段階をふまえて議論される

べきだと考える。

農業においては、生産力段階が機械化段階に歪Ij逮し、機械利用を輸にした生産組織が、現段階にお

ける農業生産に不可欠のものとなっている。それに伴い、農業における経営組織は、 ζのような生産

組織も含めて議論されている。沿岸漁業においても、主たる生主主手段である漁場の利用権は、たしか

に漁協に与えられ、その繰りでは f基本的生産手段を集団的に所有するjと倉倣しえぬ ζともない。

だが、 ζのことだけで、農業における生意組織と同列に漁協を扱う乙とは臨難であろう。先にも述べ

たよう K，漁場が一世的労働手段として存在する場合、漁場の経営要素として持つ意味はそれほど大

きくなく、漁協は単なる調停人、偲と倒の介在者としての機能を来たすにすぎない。 ζの場合、経営

組織の発展は、漁協からは相対的に独自に進みうるとみて良い。しかし、漁場が直接労働手段化し、

さらに生産力が高まって、重要な経営姿素たる漁場を集団的に管理せざるをえない段階に入ったとき

漁場は、農業において集団科用される機械と同様に見る ζとも可能となろう。その意味で、 ζの段階

での漁協は、経営組織のーっとして考えられるべきである。

だが、漁協は乙れ以前の段階からすでに存在している。自分たちの経営iζ及ぼす影響が少ないとい

う意味で、漁家経営にとっては、外在的に存在しているともさえ、乙の点は農業における生産綴織と

は大いに異なる。即ち、生産力発展に伴なって登場した新たな機能を強うべき器が、すでに存在して

いるのであって、それ故K，外在的に存在する漁協の性格が、地域漁業の生産力の性格に大きく影響
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する。4)ζ乙では、漁協の持つ階層的性格と、内在的把握の進展度合が問題であろう。前者では、例

えば常呂の場合、古くからのボス患の存在が常呂漁協の性格を保守性の強いものとしていたし、逆iζ

佐間習で~，;t、戦後入植者が多いという ζ とが総合員の階層安均一なものにしていたというちがいがあ

ったことがあげられる。後者は、生産・労働の社会化の進展度合の問題とも言える。佐呂関では、浜

佐呂間地区の生産組織が漁協の母体となってきたということが重姿で、青年部研究会活動の組織率も

非常に高いレベノレを維持してきている。また、 ζの問題を考える場合、増殖段階の持つ意味が重要で

ある。 ζの段階では、漁場の共同的管理が不可欠で、一般には直接労働手段化しえぬとは言え、生産

・労働の社会化が務茅的に開始怠れ、漁協の内在的把握の契機が与えられる。5)ζの段階安全く持た

ずに、いきなり養殖が始まり、漁家経営のイ翻Ij化契機が与えられた地域、例えば森町などでは、逆に

漁協の持つ外在性が助長される結果さえ生じたのである。 ζのような地域漁業の階層性と漁協の性格

との関連は、養殖段階に入ると経営組織として漁協の持つ規定性としてあらわれ、これが地域の生産

力繕造に影響すると見る ζとができる。察側としてあげた正単昔話は、乙の ζとを如実に示していると

いって良い。さらに、 ζの点は経営者機能の愛媛的性格としでもあらわれ、漁民の経営主体としての

形成のよでも密接は影響をもってくる。

5 経営者機能の重層的性格

経営者機能の内突を仮iζ第 2表の

ような 12のものとしてみる。その

中でiま、(むが重要で、以下の機能を

規定する位置にある。私⑧は経営

の自然条件として、④-(岳を規定す

る関係にあり、この④~⑦において

は、経営主体に対して、自然、認織(

科学的認識)と経済合理性の認識が

問われている。⑧、⑨は労働過程を

遂行する能力であり、。-@は私経

済の実体認識の機能である。これら

の機能は、養矯段階に移行した三単

協では、表のよう』乙、基本的には重

層的iζ担われているが、先に述べた

漁協の性格差により、各地域どとの

差は見られる。この点について、詳

常 呂 佐呂間 湧 怒り
経 者機能

個別 漁協 {郡司 漁協 個別 漁協

1経営目標の設定 O L::. O O ぷ斗 O 

2漁 場 管 理 O O O 
3資源状況の把握 O O O 

生漁業種院の設定 L::. O L::. O どh O 

5漁業規模の設定 ~‘ O L::. O ~‘ O 

6労働手段の選択 O O O 
?労働力の p O O O 

8労働飯室骨支術的管理 O O O 
日 P での労働力P O O O 

10資 金 管 理 L::. L::. O O L::. C 

11生産物の価値実現 O O O O ~訟 O 

12経営成果の管理 ~匙 O O L::. O 

き十 8 5.5 8.5 8 ? 8 

第 2表経営者機能の存在形態

L註)1)ムはOよりも担う度合が少ないこと安示す。

2) 日十jはOをしムをO.5として合計したポイ

ント
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しくふれる余裕はないが、さしあたり、経営級織の重層的存在関係と照応し、換言するなら生産・労

働の社会化の進態度合を示しているということを述べておきたい。

経営者機能を、一町、このように整理したよで、 f漁場管理jの問題について、若干ふれる ζ とにす

る。沿岸漁業における経営構造は、 CD漁協L口地域)レベルでの地域経済と国民経済との棺互交渉

事漁協レベソレでの地域経済と技術との相互交渉③歯民経済に規定された地域経済と私経済との柏互

交渉④私経済と技術との相互交渉によって規定されると考えられるが、この生つの規定性を統轄す

る経営者機能は、実際には、生産力段階に応じて上のように震展的に担われている。主には、漁場を

めぐって、 ζのような構迩が形成されているとすれば、沿岸漁業において、いわゆる「管理主体Jを

漁協と言い切る ζとはー箇的ではなかろうか。たしかに、 f漁場管理j機能自体は漁協が担うであろ

うが、先の表における③、③は、あくまでも、自然科学的な意味において、利用可能性を測り、それ

を保持する機能であり、 ζれが生態・経営と結びつくためには、他の 10機能との相互関連という視

点で把えることが必要である。言うなれば、漁場をめぐって生起する上のような経営繕造を統轄する

経営者機能の中に「管理機能Jを総み込んで問題にすべきで、 f管理」をζのように把えるなら、

「管理主体Jだけをとりあげて議論するのではなく、議層的な経営機能の構造と水準を論ずべきであ

る。 ζのような視点によって、漁協と個別経営、とくに漁協労働者と個別経営主体との関連、さらに

は生産力の集団的コントロール号をなしうる構造が明らかにされるのではないだろうか。以上、組維な

議論ではあるが、多くの方の批判をお願いして終らせて頂く。

注記

1)志村賢男 f養殖業における生産力発態と漁場管理の意義J(r漁業経済研究』第 27巻第 1-2
合併号、東大出版会)

2)白岡本清造『水産経済学Jlp. ¥1 0 恒星社厚生閣 水産学金集第 18巻 1 ¥1 6 1 

めこれに関連して、漁業資源学の分野ではMSY(最大持続生産量)とMEY(最大持続経済生産)

の理論が提起されているが、 ζれは漁場全体についてであり、偲別経営における関係とは次元が

異江るであろう。

生)勿論、生産力敗戎1:1..漁協の諸機能に大きな影響を受けながらなされるが、すべての地域で自生

的に展開していくわけではなく、他地域の成果を導入するという形で不連続的に生産力形成がお

ζなわれる乙ともありうるo

5) r漁協の内在的把握jは、正篠には漁協職員の労働内容の内在的提援がすすむζとときえ、 ζの
意味では「協同組合労働IjD，生産力の構造と水準さらには地域漁業の経営構造の発展段階によ

って変わるものとして論じなければならないと思われる。
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